
学校現場における業務改善のためのガイドライン（平成27年7月） 

・学校経営ビジョンの明確化と業務改善に向けた組織的・機動的な体制づくり 
・校長の任用、管理職に対する学校マネジメント研修            

・事務職員の標準職務の明確化や共同実施の促進等の事務機能の強化 
・校務運営体制の改善充実（教職員と専門スタッフが協働できる仕組みづくり） 

・業務改善方針の策定、精選すべき業務の明確化、改善目標の設定、フォローアップ 
・校務支援システムの導入の促進 

・学校支援地域本部やコミュニティ・スクールなど学校運営・教育活動に地域人材が参画する 
 仕組みの活用 

・保護者の苦情等への学校サポート体制の構築 
・調査文書等に関する負担軽減（調査の見直し状況に係る達成度の検証等） 

教育委員会が、今後、学校現場の業務改善に対する支援を行う上での基本的な考え方、改善の方向
性、留意すべきポイントを５つの観点で整理 

業務改善の基本的な考え方と改善の方向性 

校長のリーダーシップによる学校
の組織マネジメント 

教員と事務職員等の役割分担な
ど組織としての学校づくり 

校務の効率化・情報化による仕
事のしやすい環境づくり 

地域との協働の推進による学校を
応援･支援する体制づくり 

教育委員会による率先した 
学校サポートの体制づくり 

業務改善に取り組む自治体における先進的な実践事例 

国における業務改善推進のための支援策 

■ガイドラインの周知と併せ、各教育委員会に対し通知を発出し、学校現場の業務改善の一層の推進を要請。 
 特に以下の点に留意するよう周知。 
  ・教育委員会内における業務改善を推進する連携体制の構築、業務改善方針等の策定とそのフォローアップの実施 
  ・学校現場を対象とした調査の低減目標の設定や改善方針の策定等 
  ・文部科学省との協力の円滑な推進に資するよう、業務改善の担当部署の明確化 

時代の変化に合わせた授業革新等が求められる中、TALIS2013調査結果等で教員の多忙化が指摘。 
教員が子供と向き合える時間を確保し、教員が持てる力を高め発揮できる環境を整える観点から、業務改善が必要。 
業務改善は教育委員会の積極的な改善支援が不可欠であるため、教育委員会の取組に資するガイドラインを策定。 

基本的な考え方等を踏まえつつ、業務改善に向けて積極的な取組を行っている教育委
員会の実践事例を紹介（18事例、11トピック） 

学校現場における業務改善の取組に資する国の支援策を紹介 
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